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公 告 掲 載 新 聞  
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毎年３月３１日 

毎年９月３０日 

東京都港区芝三丁目３３番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１６８─００６３ 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話　０３─３３２３─７１１１（大代表） 

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店 

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店 

利益配当金は、毎年４月１日から４月３０日まで、

中間配当金は、毎年１０月１日から１０月３１日までの間、

及びその他必要があるときは予め公告した期間 

日本経済新聞 

１. 

２. 

３. 

 

４. 

 

５. 

 

 

６.

株主メモ 

第４４期事業報告書  

（　 　　　　　　  ） 自　平成 　年４月 １日 
至　平成 　年３月 　日 

 

１４ 
１５ ３１ 

（お知らせ） 

① 当社は、貸借対照表及び損益計算書を決算公告に代えて、ホームページに

掲載することにいたしましたのでお知らせいたします。 

　　 　当社のホームページアドレスは次のとおりです。 

　　 　　ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ａｖａｌｄａｔａ. ｃｏ. ｊｐ／ａｖａｌ／ｉｒ／ｉｎｖｅｓｔｏｒ. ｈｔｍｌ 

② 住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求及び配当金振込指定に

必要な各用紙のご請求は、名義書換代理人のフリーダイヤル 

０１２０ ─ ８７ ─ ２０３１で２４時間承っておりますので、ご利用ください。 

　　 　名義書換代理人のホームページアドレスは次のとおりです。 

　　 　　ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ｃｈｕｏｍｉｔｓｕｉ. ｃｏ. ｊｐ／ｐｅｒｓｏｎ／ｐ_０６. ｈｔｍｌ 
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株主の皆様へ 

-　-１  

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

　当社の第４４期（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）の営業の概況並びに

決算についてご報告申し上げます。 

 

　当期におけるわが国経済は、企業のＩＴ不況による生産調整やデフレ進行による

収益の低迷により民間設備投資が減少し、個人においては雇用情勢や所得環境

などにより個人消費は低迷を続けました。また現在もデフレ傾向の持続、

年度末のイラク情勢による世界的な株式市場の低迷など、景気の先行きについては、

依然不透明な状況にあります。 

　一方、当社をとりまく半導体製造装置業界におきましても、半導体市場を牽引

してまいりました携帯電話、パソコン、ゲーム機などの情報技術関連機器の市況

は停滞し、大手半導体メーカーにおいては事業の再編成等により、設備投資の

大幅な抑制が継続しております。この影響により当社も半導体製造装置業界関連

の受注の回復は見られず、業績は低迷いたしました。 

　このような状況のもと、当社は、業績の改善を目指し、当面の需要減に的確に

対応し変動費の低減に努め、また、固定費の削減のために、主として受注製品を

製造している厚木事業所における一時帰休の実施、旧建物の撤去及び跡地の有効

利用などを行い、加えて希望退職の募集による人員削減を実施しました。 

　しかしながらその結果は、売上高３,２９３百万円（前期比６.１％減）、経常損失１６５

百万円（前期は３３８百万円の経常損失）、当期損失は２６０百万円（前期は３６４百万円の

当期損失）となりました。 

　配当金につきましては、先にご案内申し上げましたとおり、１株につき３円の

配当とさせていただきましたのでご了承のほどお願い申し上げます。 

 

　 

　今後の経営環境につきましては、不安定な国際情勢を反映して米、欧をはじめ

とする世界経済の減速傾向への懸念に加えて、わが国経済も、デフレの克服と

不良債権問題等による金融システム不安の解消に一向に目途が立っておらず、

また、当社に関連の深い半導体製造装置関連の需要の回復に向けた明るい兆しも

見えないまま、当社をとりまく経営環境は、依然として厳しい状況が続くものと

思われます。 

　このような環境のもと、当社は引き続き半導体関連業界の動向に注目しながら

市場のニーズを的確にとらえ製品の開発、製造を推進いたします。 

　また、自社製品においては、その中核をなす組込みモジュールのコスト競争力

を高め、第２の営業の柱である画像処理モジュールでは、新画像処理ＬＳＩを搭載

したモジュールのシリーズ化により市場での競争力アップを目指します。 

　また、通信分野におけるネットワーク監視装置（ＮｅｔＤＯＣシリーズ）に加え、

超高速通信モジュール“ＧｉＧＡ ＣＨＡＮＮＥＬ”の投入によりシリーズの製品の充実を

目指します。 

　このような状況のもと当社は、引き続き、コストダウン並びに品質の向上に

努めるとともに、高付加価値型製品へ注力する一方、固定費、変動費及びその他

のあらゆる経費の削減により収益の回復を目指し、また組織の再編成と成果に

基づく人事制度の活用により人材の活性化を強力に推し進め、業務全般の効率化を

行い経営体質の強化に努めます。 

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りたく

お願い申し上げます。 

 

嶋  村    清 
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■　部門別概況 
「自社製品　組込みモジュール」 

　　当該品目のＶＭＥ規格によるモジュールについては、半導体製造装置業界、

部品実装機業界の低迷により売上は減少となりました。Ｃｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規格

によるモジュールについては、拡販に努め売上は増加しましたが、組込み

モジュール全体としての売上高は減少となりました。 

　　その結果は、売上高７０１百万円（前期比１２.０％減）となりました。 
 
「自社製品　画像処理モジュール」 

　　当該品目は、当社の戦略事業の一つとして位置づけ、高性能・低価格を目指

して自社開発した画像処理ＬＳＩを採用したＰＣＩバス規格、Ｃｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規格の

画像処理モジュール群を、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い拡販

に努め、売上高は大幅に増加いたしました。 

　　その結果は、売上高２８５百万円（前期比５３.４％増）となりました。 
 
「自社製品　計測通信機器」 

　　当該品目は、ネットワーク監視装置（ＮｅｔＤＯＣ：ＬＡＮ対応）のＮＤＣ－２００Ｐ（全二

重１００Ｍ Ｅｔｈｅｒｎｅｔ対応）を発売しましたが売上高は前期を下回りました。 

　　その結果は、売上高３８百万円（前期比２８.７％減）となりました。 

 

ＧｉＧＡ ＣＨＡＮＮＥＬモジュール▼ 
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「受注製品　半導体製造装置関連」 

　　当該品目は、半導体メーカーの継続的な設備投資抑制により半導体・液晶

製造装置向けの受注が減少し、売上高も減少いたしました。 

　　その結果は、売上高１,５９３百万円（前期比１１.４％減）となりました。 
 
「受注製品　産業用制御機器」 

　　当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計及び製造

を行い特機製品として提供しておりますが、経済環境悪化による設備投資抑制

により売上高は大幅に減少いたしました。 

　　その結果は、売上高５６百万円（前期比６３.４％減）となりました。 
 
「受注製品　計測機器」 

　　当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の

設計及び製造を行い特機製品として提供しております。経済環境悪化による

設備投資抑制により売上高は減少いたしました。 

　　その結果は、売上高２４５百万円（前期比１.４％減）となりました。 
 
「その他の部門」 

　　当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信

機器の販売促進と、システム販売による高付加価値化を図るためのソフト

ウェア及び付属の周辺機器販売を行っておりますが、主製品の出荷減少の影響で

売上高は減少いたしました。 

　　しかし特注商品の売上が増加したことにより、当該品目全体としての売上高

は増加いたしました。 

　　その結果は、売上高３７２百万円（前期比３８.０％増）となりました。 

 

▼Cａｍｅｒａ Ｌｉｎｋ対応画像 
   入力モジュール 

▼画像処理LSI AIP-7000



（注） 記載金額は､千円未満を切捨てて表示しております。 
　　　１. 子会社に対する金銭債権債務 
　　　　　短期金銭債権 ６９６千円 
　　　　　短期金銭債務 ３２,１６４千円 
　　　２. 有形固定資産の減価償却累計額 ６８９,５４８千円 
　　　３. リース契約 
　　　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造､設計に関する設備の一部及び電子計算

機等については、リース契約により使用しております｡ 
　　　４. 商法第２９０条第１項第６号に規定する配当制限額 
　　　　　資産の時価評価により増加した純資産額 １９７,７６９千円 
　　　５. １株当り当期損失 ３２.８１円 
　　　６. 自己株式の種類及び総数 
　　　　　株式の種類 普通株式 
　　　　　自己株式の総数 １５５,７６４株 
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■　設備投資の状況 
当社は長期的に成長が期待できる製品分野及び製品の信頼性向上を目的とし

たソフトウェアを中心に総額２８百万円の設備投資を実施いたしました。 

主なものはソフトウェア２３百万円であります。 

 

■　営業成績及び財産の状況の推移 

■　業績の推移 

（注） １株当たり当期利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 

　　 なお、第４３期以降の１株当たり当期利益は、期中平均発行済株式総数より自己株式数を

控除した株式数を用いて算出しております。 

区　分 

年　度 

売 上 高  

当期利益（△ 損失） 

１株当たり当期利益（△ 損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円）

（円）

（千円）

（千円） 

３,２９３,７１４ 

△  ２６０,８１５ 

△  　３２.８１ 

６,０９０,６５４ 

５,４１０,２３８ 

４ , ６４９ , ６８８ 

６１ , ３９６ 

　７ . ６１ 

６ , ７７１ , ７５４ 

５ , ７３３ , １０６ 

第４１期 第４４期 

（　　　　　　  ） 
３,５０８,２１７ 

△  ３６４,７２７ 

△  　４５.２４ 

　６,１７８,２２０

　５,５９３,９９５ 

第４３期 

（　　　　　　  ） 
７ , ０３２ , ４５６ 

３５６ , ６７９ 

　４４ . ２３ 

７ , ９３２ , ２２８ 

６ , ０３７ , ４９９ 

（　　　　　　  ） 
第４２期 

（　　　　　　  ） （　　　　　　  ） 平成１１年４月１日 
平成１２年３月　日 

 
３１ 

平成１２年４月１日 
平成１３年３月　日 

 
３１ 

平成１３年４月１日 
平成１４年３月　日 

 
３１ 

平成１４年４月１日 
平成１５年３月　日 

 
３１ 

■　貸借対照表（平成１５年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形  
売 掛 金  
有 価 証 券  
商 品 ・ 製 品  
原 材 料 ・ 貯 蔵 品  
仕 掛 品  
繰 延 税 金 資 産  
未 収 入 金  
その他の流動資産 
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 装 置  
工 具 器 具 備 品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
電 話 加 入 権  

投 資 等  
投 資 有 価 証 券  
子 会 社 株 式  
出 資 金  
繰 延 税 金 資 産  
その他の投資等  
貸 倒 引 当 金  

２ , ７９７ , ７９８ 
８４０ , ９１８ 
２８６ , ９１６ 
３７８ , ５０４ 
２４ , ９２５ 
１４３ , ６８２ 
４２４ , ３８４ 
３４０ , ３２９ 
３３ , ５０６ 
３１４ , ７８３ 
１０ , ８０５ 
△ ９５８ 

３ , ２９２ , ８５５ 

２ , １８２ , ０４０ 
７９８ , ４８９ 
１６ , ５４７ 
７３ , ２５６ 
１９ , １９２ 

１ , ２７４ , ３９８ 
１５４ 

４５ , ４２５ 
４１ , ９３７ 
３ , ４８７ 

１ , ０６５ , ３９０ 
７７９ , ４２０ 
１７３ , ４６０ 
４８ , ４５６ 
５５ , １４５ 
１０ , ３６３ 
△ １ , ４５５ 

４６１ , １１８ 
１２５ , ５９６ 
２０３ , ９１２ 
２１ , ０５７ 
７ , ７５４ 
２ , ３３４ 
１８ , ９２２ 
７４ , １１０ 
７ , ４２９ 

２１９ , ２９７ 
１４２ , ５２６ 
７６ , ７７０ 

 

流 動 負 債  
支 払 手 形  
買 掛 金  
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
賞 与 引 当 金  
その他の流動負債 

固 定 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 

２ , ３５４ , ０９４ 

 
２ , ４４４ , ９４２ 

 
８６ , ６７４ 
３８０ , １５１ 
２６０ , ８１５ 

１９７ , ７６９ 

△ ５３ , ３９４ 

 

 
 

 
 
 

（　　　    ） 
 

資 本 金  

資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
当 期 未 処 分 利 益  
（ う ち 当 期 損 失 ） 

株式等評価差額金 

自 己 株 式  

資 産 合 計  

資 本 合 計  

負 債 合 計  

負債・資本合計  

資  本  の  部  
 

６８０ , ４１５ 

５ , ４１０ , ２３８ 

６ , ０９０ , ６５４ ６ , ０９０ , ６５４ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

 ４０期 ４１期 ４２期 ４３期 ４４期 

 

６,０８９ 

６,７７１ 

７,９３２ 

６,１７８ ６,０９０ 

－４００ 

－３００ 

－２００ 

－１００ 

０ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

８００ 

 ４０期 ４１期 ４２期 ４３期 ４４期 

 

△２５０ 

２０１ 

７９６ 

△３３８ 

△１６５ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

 ４０期 ４１期 ４２期 ４３期 ４４期 

 

３,６７４ 
３,２９３ 

３,５０８ 

７,０３２ 

４,６４９ 
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（注） １. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております｡ 

 ２. 子会社との取引高 
　　　　　売　上　高 ３ , ６３５千円 
　　　　　仕　入　高 ３５ , ４６５千円 
　　　　　外注加工費 ２３７ , ４７１千円 
　　　　　外注設計費 ７ , ６３４千円 

■　損益計算書（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
（単位：千円） 
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（別 記） 
重要な会計方針 
　１．有価証券の評価基準及び評価方法 
　　 （１）子会社株式 
　　　　　 移動平均法による原価法 
　　 （２）その他有価証券 
　　　　① 時価のあるもの・・・・・・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法 
　　　　  （評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。 
　　　　② 時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 
　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
　　　　① 商品・製品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 
　　　　② 原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 
　　　　③ 仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 
　　　　④ 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 
　３．固定資産の減価償却の方法 
　　 （１）有形固定資産 
　　　　　 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しております。 
　　　　　 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　 　　　建　　　　　物      ７～３８年 
　　　　　 　　　機　械　装　置      ２～１０年 
　　 （２）無形固定資産 
　　　　　 定額法を採用しております。 
　　　　　 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　 　　　自社利用のソフトウェア  ５年 
　４．引当金の計上基準 
　　 （１）貸倒引当金 
　　　　　 　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

　　 （２）賞与引当金 
　　　　　 　従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見

込額を基準として算定計上しております。 
　　 （３）退職給付引当金 
　　　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上しております。 
　　 （４）役員退職慰労引当金 
　　　　　 　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 
　　　　　 　なお、当該引当金は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 
　５．リース取引の処理方法 
　　　　　 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

　６．消費税及び地方消費税の会計処理 
　　　　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

営 業 損 失  

営 業 外 収 益  
受取利息及び配当金 
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
受 取 助 成 金  
その他の営業外収益 

営 業 外 費 用  
有 価 証 券 評 価 損  
その他の営業外費用 

経 常 損 失  

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  

特 別 損 失  
投資有価証券評価損 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
退 職 特 別 加 算 金  
固 定 資 産 除 却 損  

税 引 前 当 期 損 失  

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

当 期 損 失  

前 期 繰 越 利 益  

当 期 未 処 分 利 益  

 
 

 
２ , ６１０ , ０４２ 
８８９ , ７８７ 

 

 
１１ , ２９４ 
２ , ４２３ 
２ , １８５ 
１９ , ２４０ 
１０ , １５９ 

 
４ , ５４３ 
２１４ 

 

 
１ , ７０５ 

 
１ , ７６４ 
３１ 

６３ , ６７４ 
５ , ６９５ 

 

４ , ５８０ 

２１ , ２０２ 

 

 
３ , ２９３ , ７１４ 

３ , ４９９ , ８３０ 
 
 

２０６ , １１５ 

４５ , ３０３ 
 
 
 
 
 

４ , ７５８ 
 
 

１６５ , ５７１ 

１ , ７０５ 
 

７１ , １６６ 
 
 
 
 

２３５ , ０３２ 

 

２５ , ７８２ 

２６０ , ８１５ 

６４０ , ９６７ 

３８０ , １５１ 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部 
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■　会社の概要（平成１５年６月２７日現在） ■　利益処分 

 
（単位：円） 

商 号  

 

設 立  

資 本 金  

社 員 数  

事業内容 

 

 

 

 

事 業 所  

 

役 　 員  

株式会社　アバールデータ 

英文　ＡＶＡＬ　ＤＡＴＡ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

昭和３４年８月２２日 

２３億５４百万円 

１６８名（平成１５年３月３１日現在） 

一般通信機器の製造、販売 

工業用計測器並びに工業用制御装置の製造、販売 

物理、化学、医学用等の電子装置の製造、販売 

その他各種電子応用装置の製造、販売 

前各号に付帯する一切の事業 

本社・町田事業所 東京都町田市旭町一丁目２５番１０号 

厚 木 事 業 所 神奈川県厚木市金田１０４１番地 

代表取締役社長 嶋　村　　　清 

常 務 取 締 役 五十嵐　一　範 

取締役相談役 糸　井　信　夫 

取　　締　　役 神　子　芳　弘 

常 勤 監 査 役 石　渡　孝　二 

監　　査　　役 長　崎　　　隆 

監　　査　　役 小　滝　正　則 

監　　査　　役 金　子　健　紀 
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会社が発行する株式の総数 ２３ , ５００ , ０００株 

発行済株式の総数 ８ , ０６４ , ５４２株 

株主数 ２ , １０６名 

大株主（上位１０名） 

■　株式の状況（平成１５年３月３１日現在） 
 

株 式 会 社 ニ コ ン  

株 式 会 社 横 浜 銀 行  

奥 村 龍 昭  

御 船 　 滋  

横 浜 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社  

奥 村 秀 樹  

奥 村 蓉 子  

奥 村 直 樹  

アバールデータ社員持株会  

梅 木 　 学  

１ , ２９３ , ４００ 

２６４ , ０００ 

２３７ , ０００ 

２２９ , ０００ 

２２７ , ０００ 

１４２ , ０００ 

１２０ , ０００ 

１１７ , ０００ 

１１６ , ３７４ 

９０ , ３７２ 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

１６ . ４６ 

３ . ３６ 

３ . ０１ 

２ . ９１ 

２ . ８９ 

１ . ８０ 

１ . ５２ 

１ . ４８ 

１ . ４７ 

１ . １４ 

持 　株 　数 株　　主　　名 議決権比率 

科　　　　 　　　　目 金　　　　 　　　　額 

当 期 未 処 分 利 益  

これを次の通り処分いたします。 

株 主 配 当 金  

（１株当たり　３円） 

次 期 繰 越 利 益  

３８０,１５１,７１４ 

 

２３,７２６,３３４ 

 

３５６,４２５,３８０ 

 

 

２３,７２６,３３４ 


